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イ ギ リス にお ける地域再生政策 とボラ ンタ リー組織*

吉 田 忠 彦

1.は じ め に

今 日イギ リスで は,公 と民 との役割分担や協働が,単 な る理念でな く,さ まざまなスキー

ム として,大 きな予算 を伴 って試行 されている。 とりわけ,さ まざまな分野 でセクターを

またが ったパ ー トナー シップが機能 してお り,さ らにそれ らのパ ー トナー シップを統合す

る地域戦 略パー トナー シ ップ(LSP;LocalStrategicPartnerships)が,大 型 の補助金

の対象 とな った衰退地域か ら全 国に普及 し,公 民パ ー トナーシ ップの標準的な枠組み にな っ

ている。本稿 では,地 域戦 略パ ー トナー シップにいたるイギ リスにおける地域再生政策 の

流 れを整理 し,コ ベ ン トリー市 の地域戦 略パ ー トナー シップにおけるボラ ンタ リー組織 の

フ ィール ド調査 か ら得 た観察結果 か ら,地 域戦 略パ ー トナー シップの課題 を検討す る。

2.1980年 代 の 地 域 再 生 政 策

かつては産業革命 の先 陣をき り,世 界 の工場 と称 されていたイギ リスだが,第2次 産業

か ら第3次 産業 への シフ トやグ ローバル化 の進展 の中で,徐 々に経済 が衰退 してい った。

また,福 祉 国家政策 も経済 の活力 を失 う原 因のひ とつ とな っていた。 さ らに,そ の寛容 さ

で知 られる移民政策 と法制度 によ って移民 の流入 も進 んだ。 こうした状況 を背景 として,

地 域 によ って衰退 が著 しく進 み,地 域 間格差 が広 がるよ うにな った。

1979年 に発足 したサ ッチ ャー政権 では,経 済 の国際競争力 のて こ入 れ と同時に,こ うし

た地域 間格差 の是正 に力 が入 れ られた。 サ ッチ ャー政権 は,発 足翌年 の1980年 に は地方政

府 ・計画 お よび土 地法(LocalGovernment,PlanningandLandAct)を 制 定 し,経

済 と地域 の問題 を積極 的に手 がけ始 めた。 そ して,こ の法律 を根拠法 として,都 市 開発公

社(UDC)と エ ンター プライズ ゾー ン(EZ)が 生 まれた。

都市 開発公社 は,そ れまで地域 開発 に強 い権 限を持 っていた地方 自治体 をバ イパ ス して

中央政府 か ら直接 に補助金 を受 け,そ の地 区の開発計画 を策定 し,さ まざまな都市 開発事
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業を実施する主体 とされた。1981年 に設立されたロンドンの ドッグランズ都市開発公社を

皮切 りに,各 地に都市開発公社が作 られた。造船などの産業の衰退によって荒廃 していた

地区を再開発するために,ウ ォーターフロン トに観光施設や商業施設などを開発するといっ

た事業が,そ の仕事の典型であった。

エンタープライズゾーンは,都 市開発公社のような事業主体ではなく,特 定の地区の指

定の制度である。エンタープライズゾーンに指定されると,そ れに該当する開発計画が自

動的に許可されたり,地 区内の事業者に対する税制優遇がなされるといった特典が与えら

れる。 これによってその地区に企業を誘致 し,不 動産への投資を呼びこみ,地 区の開発を

進めようというものである。対象になったのは,イ ンナーシティ問題 と呼ばれるような課

題を抱える大都市内の衰退地域や,構 造的不況に苦 しむ都市郊外地域などであった。

都市開発公社 もエンタープライズゾーンも,約10年 の期限付きであった。特定の地区に

短期的に集中して開発のてこ入れをすることによってはずみをつけ,そ の効果を波及させ

ようという狙いがあったと思われる。また,地 域の開発に強い権限を持 っていた地方 自治

体に対 して,中 央政府がそれを飛び越 して地域開発に介入するという政策の試みとしての

意図もあったといわれる。イギリスでは,地 方 自治体が区域内の土地のかなりの部分を直

接に所有 していたことか ら(1),それぞれの地域における開発にも強い権限を持っており,

労働党や公共部門も含あた各産業の労働組合の影響力 もあって,地 域の経済や開発は保護

主義的で不活発なものとなっていた。 とりわけインナーシティ問題が生 じている大都市を

抱える地方 自治体では,労 働党が地方政府の政権を握 っていることが多 く,既 存の制度や

産業を守ろうとする傾向が強かったたあに,改 革が進まなかった。そうした状況の打破が,

サッチャーの保守党政権の目標の一つとなっていたのである。

3.1990年 代 の 地 域 再 生 政 策

1980年代のサッチャー政権における地域再生の政策は,小 さな政府を目指 した規制緩和

と,地 方自治体をバイパスしての中央政府による直接的推進によって一定の成果をあげた。

しかし,不 動産投資を中心にした都市中心部やウォーターフロントなどでの成果の一方で,

衰退地域ではあまり再生が進まず,地 域間格差はさらに拡大 した。そのため,1990年 代に

入ると,商 業や観光などの施設の建設 といった経済中心の政策から,よ り幅広い経済的,

社会的な課題解決を図るたあに,地 域のさまざまな組織を巻き込んだ地域再開発を目指 し

た政策への転換が進あられた。
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1992年 に は シテ ィ ・チ ャレンジ(CityChallenge),そ して1994年 に は単 一再生 予算

(SRB:SingleRegenerationFund)が 導 入 され,ABIs(AreaBasedInitiatives)と

呼 ばれる地域 における分野横 断的プ ログラムが推進 されるよ うにな った。

シテ ィ ・チ ャレンジは地域再生 のたあの補助金 プ ログラムで,そ の受給 にはそれぞれの

各地域 において地方 自治体,企 業,ボ ラ ンタ リー組織 コ ミュニテ ィ組織 な どによるパ ー

トナー シップを設置 し,そ こか ら申請 する ことが要件 とされた。 そ して補助金 の決定 は,

申請 されたプログラム間での競争入札 とされた。 これ によ って地域におけるパー トナー シッ

プが重要 な役割 を担 うことにな ったが,そ の対象 は57の 衰退地域 に限 られていた。 それを

全 国的な スキー ムに発 展 させ たのが単一再生 予算(SRB)で あ る。 これ は環境省,内 務

省,教 育省,貿 易 ・産業省,雇 用省 の5つ の省 に計上 されていた地域再生 関連予算 の簡素

化 と執行 の効率化 を図るたあに,そ れ らの省 の20の 補助金 を統合 し,単 一 の予算 に した も

のであ る。 その中のチ ャ レンジ ・フ ァン ド(ChallengeFund)は,シ テ ィ ・チャ レンジ

と同 じよ うに各地域 のパ ー トナー シップか ら申請 されたプ ログラム間での競争入札 とな っ

てお り,選 定 された地域 には最長7年 間の補助金 が交付 された。 これによ って事業主体 と

して地域 のパ ー トナー シップの裁量 が拡大 され,地 域 ニーズに もとつ く分野横 断的,包 括

的なプ ログラムの実践 が可能 とな った。 これ らの予算 の管理 は,広 域地域 ごとに設 け られ

た地域 開発公社(RDA;RegionalDevelopmentAgency)が 行 った。

4.ブ レ ア 政 権 の 地 域 再 生 政 策

1997年 に政権 は保守党 か らブ レアの労働党 へ と引渡 されるが,ブ レアは 自ら 「ニ ュー レ

イバー」 を標榜 し,保 守党 のサ ッチ ャー とメー ジャーによ って推進 された改革 の路線 を受

け継 いだ。 しか し,競 争入札 による地域再生 のプ ログラムでは,公 共 サー ビスの量 的側面

が基準 とな り,そ の質 的な側面 が十分 に配慮 されない ことが反省 され,コ ミュニテ ィの関

与 がより重視 され るよ うにな った。そ してコ ミュニ ティにおけるボ ランタ リー組織 とコ ミュ

ニテ ィ組織 の役割 が重視 され,VCO(VoluntaryandCommunityOrganisations)と

い う言葉 もさかんに用 い られるよ うになる。

実 際,こ うした コ ミュニテ ィ重視 の背景 には,産 業 の衰退 や移民 の増加 による社会 的排

除(socialexclusion)の 問 題 の深 刻 化 が あ った。 そ して,1998年 に ニ ュー デ ィー ル

(NDC;NewDealforCommunities)が 導 入 され,社 会 的包摂(socialinclusion)を

理 念 として,コ ミュニテ ィ主導 のプ ログラムが進 あ られた。 とりわけ社会 的排 除な どが深
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刻 とな っている地域 を重点化す るために,貧 困度 の指標 が定 め られ,そ の度数 によ って対

象地域 が選定 されるよ うになる。

1998年 に は,第1ラ ウ ン ドと して17の パ ー トナー シップが認定 され,翌 年 の1999年 に は,

第2ラ ウ ン ドとして22の パ ー トナー シップが認定 された。 これ ら39の パ ー トナー シップに

対 して,10年 間 にわた り総額20億 ポ ン ドが交付 された。平均 で人 口1万 人 か ら2万 人 とい

う地 区 に,約5,000万 ポ ン ドもの資金 が投入 され,そ れ らの地 区の さまざまな分 野 の事業

が推進 された。

2001年 に は,近 隣地域再生 に対 する新 たな確約:国 家戦 略行動計画(ANewCommit-

menttoNeighbourhoodRenewal;NationalStrategyActionPlan)が 発 表 され,最

も貧困度 の高 い88の 地 域が指定 され,近 隣再生 資金(NRF;NeighbourhoodRenewal

Fund)が 投 入 された。 この対象地域 においては,地 域戦 略パー トナー シップ(LSP;Lo-

calStrategicPartnerships)の 設 置が義務づ け られた。 地域戦略パ ー トナー シ ップは,

地 方 自治体単位 で組織 される独立機 関で,地 域戦 略,近 隣再生計画,コ ンパ ク ト,地 域 エ

リア協 定(LAA;LocalAreaAgreements)な ど の決定 を行 う機 関であ る。 その構成 メ

ンバ ーは,地 方 自治体 などの行政関係者,ボ ランタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の代表者,

地 元企業 の代表者,学 校 関係者,警 察 関係者,消 防関係者 な ど,地 域 の多様 なメ ンバ ーで

構成 される。

この88の 貧 困地域に対 しては,地 域戦 略パー トナーシ ップへ のボランタ リー組織 ・コ ミュ

ニテ ィ組織 の参加を支援す るた めの コ ミュニ テ ィ支援資金(CommunityEmpowerment

Fund)が 提 供 され,そ の受給 にはCEN(CommunityEmpowermentNetwork)の 設

置 が要請 され る。CENは そ の代 表者を,地 域戦略パ ー トナー シップの メ ンバ ーと して参

加 させ,ボ ラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の意 向を地域 の意思決定 に反 映させる役割

を担 う。

こうした地域戦略パ ー トナー シップ やCENは,近 隣再生 資金 の対象地域以外 の地域

において も置 かれ,今 日では地域戦 略パ ー トナー シップはほぼ全域 に置 かれるよ うにな っ

てい る。 また地域戦略パ ー トナー シップ やCENが 置 かれ るよ うにな る以前か ら,前 述

のよ うなボランタ リー組織や コ ミュニテ ィ組織の支援組織 やネ ッ トワー クは存在 してお り,

そ うした既存 の組織 やネ ッ トワークが,各 地 における地域戦 略パ ー トナー シップにおける

ボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の代表者 やCENの 中核 となって いる。
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5.パ ー トナ ー シ ッ プ に お け るVCOの 実 際:

コ ベ ン ト リー 市 の 事 例 か ら

このよ うに,ボ ラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 が地域 におけるパ ー トナー シップに

おいて一定 の役割 を果 たす仕組 みが作 られているイギ リスであるが,問 題点 も見 られる。

われわれが2007年11月 に行 った コベ ン トリー市 におけるフ ィール ド調査 において観察 でき

たい くつかの点か ら,こ れ らの問題点 を指摘 したい。

コベ ン トリー市 におけ るLSPは,コ ベ ン トリー ・パ ー トナーシ ップ と呼ばれ,近 隣再

生 資金 の対象 にな っていた。 コベ ン トリー ・パ ー トナー シップの理事会 は,50名 ほ どのメ

ンバーで構成 され,そ の顔 ぶれは,市 関係者,中 央政府 の出先機 関であるウ ェス トミッ ド

ラ ン ドのガバメ ン ト・オフ ィス関係者,ジ ャガー社 やプ ジョー社 な どの企業 の代表者,コ

ベ ン トリー大学 やウ ォー リック大学 の関係者,中 小企業 の連盟 の代表者,警 察 関係者,消

防関係者,そ してCENの 代 表者 などで あった。

われわれは,2007年11月7日 に開催 された コベ ン トリー ・パ ー トナー シップの理事会 に

オブザーバー と して 出席 し,ま たその前 後 に関係者 にイ ンタ ビュー した(2)。そ こで は,議

事 を進行する市役所のチーフ ・エグゼ クテ ィブと,ジ ャガー社の関係者 の二人 が議長 とな っ

て会議 が進行 されていた。 出席者 は理事 メ ンバーが34名 と報告 のために出席 していた コン

サルタ ン ト1名 であ った。

コベ ン トリー市は,古 くか ら自動車産業 で栄えた ところで,ジ ャガー社の本拠地 である。

そのため,ジ ャガー社 が地域 の経済 を支 える大 きな存在 とな っていた。 そ うした背景 もあ

り,こ の理事会 において もジャガー社 の代表 は重要 なポ ジションを占めていた。 また,実

際の議事進行 は,市 のチーフ ・エグゼクテ ィブの要職 に就 く女性 が進 めてお り,ジ ャガー

社 の代表 とのツー トップ体制 とな っていた。

それに対 して,CENの 代 表者の発言 は限 られ た もの とな っていた。 そのCENの 関係

者 に対 する個別 の ヒア リングでは,こ うした コベ ン トリー ・パ ー トナー シップの理事会 に

対 す る失望 の声が聞かれた(3)。また,こ のCENの 関 係者 によると,コ ミュニ テ ィ組織 と

ボラ ンタ リー組織 とではスタ ンスの違 いがあ り,事 業活動推進 を 目指す ボラ ンタ リー組織

と,地 域 での生活 の質 の向上 を 目指す コ ミュニテ ィ組織 とでは,場 面 によ っては対立す る

こともあ るという。実 際,コ ベ ン トリー市 におけるLSPで は,CENは コ ミュニ テ ィ ・

セ クターを代表 する もの として扱 われていた。

また,地 域政策 な どの研究者 に対す る ヒア リングでは,こ の コベ ン トリー ・パ ー トナー
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シップはLSPの 中で もか な り強力 な ものであ り,企 業 と行政 が リー ドして成功 している

LSPの 典 型 として認知 されていた(4)。

コベ ン トリー市 と同 じウ ェス ト・ミッ ドラ ン ド地方 にあるウ ォルバ ーハ ンプ トンと,そ

の近 くのヘ レフォー ドシャーのLSPを フ ィール ド調査 した西村(2007)に よ る と,貧 困

度 の高 い近 隣再生 資金 の対象 とな ってい るウォルバーハ ンプ トンのLSPは,地 域 におけ

るさまざまなパー トナーシップを土台 として,2001年 の 近隣地域再生に対す る新 たな確約:

国家 戦略行動計画 よ りも前か らできてお り,LSPの ひ とつの成功事例 とな って いるとい

う。 そ こではCENの 役 割 も大 き く,地 域 においてボ ラ ンタ リー組織 ・コ ミュニ テ ィ組

織 が活発 に活動 してい るとい う。 一方,比 較 的裕 福な地域 で あるヘ レフォー ドシャーの

LSPは,近 隣地域再生 資金の対象 とな って お らず,そ こか らの資金 が得 られないCEN

のLSPに お ける発言力 は弱 く,地 域で のボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 が参加 し

てのパー トナー シップは活発 ではな く,行 政 による トップダウ ンの傾 向が強 い とい う。

これ らの事例 か ら,地 域 での多様 な主体 を巻き込んだ地域再生を 目指 したLSPも,そ

の地域 の置 かれた状況 や,構 成 メ ンバー間のパ ワーの違 いによ って,か な り性質 の違 いが

ある ことが確認 できる。地域 の課題 が深刻 で,そ れがゆえに大規模 な資金 の流入 がある近

隣再生 資金の対象地域で は,CENを 中 心 に して ボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニ ティ組織 の

活動 が活発 であるのに対 して,そ うした資金 がない地域 では,ボ ラ ンタ リー組織 ・コ ミュ

ニテ ィ組織 の活動 があま り活発 でな く,行 政主導 とな りがちである。

また,コ ベ ン トリー市 によ うに近 隣再生資金 の対象地域 で も,そ の地域 の経済 が特定 の

企業 に依存 している場合 には,そ うした企業 や行政 が リー ドしがち となるよ うだ。

こうしたボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の地域政策 への関与 のば らつきについて

は,す でに問題 点 として認識 されてお り,財 務省 が2002年 に発表 した"theRoleofthe

VoluntaryandCommunitySectorinServiceDelivery-CrossCuttingReview"に

お いて ボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の能力 を向上 させ る必要性 が指摘 され,そ

れを受 けて 内務省 が2004年 に,「 チ ェ ンジア ップ(ChangeUp:thecross-Government

frameworkoncapacitybuildingandinfrastructureinthevoluntaryandcommu-

nitysector)」 を刊行 し,ボ ランタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 の能力を 向上 させ るため

の10年 間の計画 が示 された。 その初期 の資金 として800万 ポ ン ドが用意 され るという。

このように,イ ギ リスにおけるパー トナーシ ップはどん どん進展 してい るが,他 方で は,

そ うした中央政府主導 によるパ ー トナー シップのスキームが,地 域 に否応無 しに押 しつけ

られる状況 に警鐘 を鳴 らす論者 もいる。 た しかにボラ ンタ リー組織 ・コ ミュニテ ィ組織 が
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地 域 の 諸 事 業 に か か わ る 仕 組 み は 用 意 さ れ て い る が,公 式 的 に 組 ま れ た パ ー トナ ー シ ッ プ

の 中 で,市 民 や ボ ラ ン タ リ ー 組 織 ・ コ ミ ュ ニ テ ィ組 織 の 声 が か え っ て そ こ に 埋 没 さ れ て し

ま う危 険 性 も あ る 。

*本 稿 は平 成20年 度 科 学 研 究 費 補 助 金 「中 間支 援 組 織 を媒 介 とす る イ シ ュ ー ・ネ ッ トワ ー ク の研 究

(課 題 番 号18600010)」(研 究 代 表 ・吉 田忠 彦)の 研 究 成 果 の一 部 で あ る。

注

(1)イ ギ リス で は住 宅 供 給 が福 祉 の重 要 な分 野 と な って お り,地 方 自治 体 は賃 貸 す る公 営 住 宅 を所 有

して い た。 そ の後 サ ッチ ャー は1988年 に住 宅 法 を定 め,こ う した公 営 住 宅 を住 民 に買 い取 らせ る政

策 を進 め た。

(2)イ ン タ ビ ュ ー は コ ベ ン ト リ ー 市 役 所,CENの 事 務 所 で 行 った 。 対 象 者 は,StellaManzie

(ChiefExecutive,CoventryPartnershipSecretary),LesRatcliffe(ChairofCoventry

Partnership,CommunityRelationsManager,JaguarCars),RobAllison(Directorof

PolicyandPartnershipofCoventryVoluntaryServiceCounci1)等 。

(3)RobAllison(DirectorofPolicyandPartnershipofCoventryVoluntaryServiceCouncil)

との イ ンタ ビ ュー(2007年11月7日)。Allison氏 は コベ ン トリー のCENの 中 核 団 体 で あ る 中 間

支 援 組 織CVSCの 事 務 局長 で あ り,コ ベ ン トリー ・パ ー トナ ー シ ップ の理 事 で もあ る。

(4)コ ベ ン トリー ・パ ー トナ ー シ ップ お よ びLSP全 般 につ いて 次 の研 究 者 らと イ ンタ ビュ ー し,現

地 で の 評 価 等 を聴 取 した 。MikeGeddes(WarwickBusinessSchool)2007年11月7日,Mike

Smith(InstituteofLocalGovernmentStudies,UniversityofBirmingham)2007年11月9

日,SarabajayaKumar(SaidBusinessSchool,UniversityofOxford)。
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